居宅サービス計画等の作成にかかる認定関係資料の情報提供に関する取扱基準

１　目的

この取扱基準は、良質な居宅介護(介護予防）サービスの提供に資するため、被保険者が居宅サービス計画、介護予防サービス計画、特定施設サービス計画、介護予防特定施設サービス計画、小規模多機能型居宅介護計画、介護予防小規模多機能型居宅介護計画、認知症対応型共同生活介護計画、介護予防認知症対応型共同生活介護計画または地域密着型特定施設サービス計画(以下「居宅サービス計画等」という。)の立案および作成を依頼した居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、地域密着型サービス事業者、介護予防支援事業者、介護予防サービス事業者または地域密着型介護予防サービス事業者（以下「居宅介護支援事業者等」という。）に対して、被保険者個人の認定関係資料（以下「認定関係資料」という。）を提供できるよう、その取扱いの基準を定め、もって介護保険の円滑な実施を図ることを目的とする。

２　提供対象者

認定関係資料の情報提供は、本人との間で居宅介護(介護予防）サービス提供にかかる契約を締結し、または締結を予定している居宅介護支援事業者等に対して行う。

３　提供対象情報

提供の対象情報は、次に掲げる認定関係資料とする。

(1) 認定調査票（概況調査）

(2) 認定調査票（基本調査）

(3) 認定調査票（特記事項）

(4) 主治医意見書

(5) 二次判定結果

４　申請の手続

前項に掲げる情報の提供を受けようとする者は、当該情報を青梅市（以下「市」という。）が提供することに同意する旨の本人の署名を受けた「居宅サービス計画等の作成にかかる認定関係資料提供申請書」（別記様式。以下「申請書」という。）を提出するか、東京共同電子申請・届出サービスによる電子申請（以下「電子申請」という。）により申請書を提出しなければならない。なお、電子申請の場合は、当該情報を市が提供することに同意する旨の本人の署名を受けた同意書を提出しなければならない。

ただし、要介護等認定申請書に、情報提示に関する本人同意署名がされている場合は、申請書の本人同意署名欄の記載または同意書の提出を省略することができる。
５　証明書類等の提示

前項の申請を行おうとするものは、次に掲げる証明書類等を提示しなければならない。

(1)　居宅介護支援事業者等の職員または従業者であることを証する書類

(2)　本人と取り交わした居宅介護(介護予防）サービス提供にかかる契約書またはこれに代わるもの

６　提供を受けた者の遵守事項

第３項に規定する提供対象情報の提供を受けた者は、次の事項を遵守することを約するものとする。ただし、遵守事項が守られない場合、市は以後の認定関係資料の提供を拒むことができる。

(1)　提供を受けた情報は、本人の居宅サービス計画等の作成以外の目的に使用しないこと。

(2)　提供を受けた情報は、本人の文書による同意を得ることなく、本人以外の者に知らせてはならない。

(3)　提供を受けた者の職員または職員であったものが、前号の行為を行わないよう必要な措置を講じること。

(4)　本人の同意を得ることなく、提供を受けた情報を複写または複製しないこと。

(5)　提供を受けた情報は、厳重に管理し、紛失、破損しないよう適正な保管に努めること。

(6)　本人との居宅介護（介護予防）サービス利用にかかる契約関係が終了した場合その他提供を受けた情報を所持する必要がなくなったときは、速やかに当該情報（複写または複製したものを含む。）を責任を持って廃棄すること。

(7)　本人または市から提供情報の提示、廃棄もしくは返還を求められたときは、いつでもこれに応じること。

７　提供の方法

提供の方法は、第３項に規定する提供対象情報を閲覧させるものとする。ただし、電子申請の場合は、資料の複写を提供するものとする。
８　提供の場所

提供の場所は、介護保険担当課で行う。

９　主治医意見書の取扱い

主治医意見書は、記入医師の同意が得られた場合にのみ提供する。

10　認定関係資料の複写の取扱い

認定関係資料の写しを求められた場合は、庁舎内に設置された有料複写機を使用し複写させる。ただし、電子申請の場合は、資料の複写を提供するが、これに対する費用は無料とする。
11　個人情報の保護

認定関係資料の提供については、個人情報の保護に配慮する。

12　提供の記録

認定関係資料の提供に際しては、第４項に規定する申請書の処理欄にその処理経過を記録する。
13　実施期日
　　この基準は、令和４年４月１日から実施する。

居宅サービス計画等の作成にかかる認定関係資料提供申請書
令和　 年 　月 　日

青　梅　市　長　殿

　　　　　　　　　　　　 申請者  事業者名  　　　　　　　　　　　　　　
                                  eq \o\ad(所在地,　　　　)　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　 氏　  名                            　
次のとおり要介護等認定関係資料の提供を申請します。

なお、提供を受けた資料の取扱いについては、裏面の遵守事項を守り、適正に管理することを約します。

	
要介護等認定者


	住所  青梅市

氏名

（生年月日　明・大・昭   　年　　　月　　　日）

被保険者番号

	認定関係資料の内訳


	□　認定調査票（概況調査）

□　認定調査票（基本調査）

□　認定調査票（特記事項）

□　主治医意見書
□　二次判定結果

	備　　　　 　　 考
	


　※認定関係資料の内訳欄は、提供を必要とする項目の□に✓印を付すこと。

　

〔 本人同意欄 〕※要介護等認定申請書に情報提示に関する同意署名がされている場合は

                   　記入不要です。
　  上記資料について、居宅サービス計画等を作成するために、申請者に提供することに同意します。

　　　　　　　　　　　　　要介護等認定者本人署名　　　　　　　　　　　 　
処理欄

	受　付
	同　意
	契約等
	備　　　　考

	
	
	
	


遵守事項

　次の遵守事項に反した場合、以後の情報提供が受けられなくなることがある。

１　提供を受けた情報は、本人の居宅サービス計画等の作成以外の目的に使用しないこと。

２　提供を受けた情報は、本人の文書による同意を得ることなく、本人以外の者に知らせてはならない。

３　提供を受けた者の職員または職員であったものが、前２項の行為を行わないよう必要な措置を講じること。

４　本人の同意を得ることなく、提供を受けた情報を複写または複製しないこと。

５　提供を受けた情報は、厳重に管理し、紛失、破損しないよう適正な保管に努めること。

６　本人との居宅介護（介護予防）サービス利用にかかる契約関係が終了した場合等提供を受けた情報を保持する必要がなくなったときは、速やかに当該情報（複写または複製したものを含む）を責任を持って廃棄すること。

７　本人または市から提供情報の提示、廃棄もしくは返還を求められたときは、いつでもこれに応じること。

